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東日本大震災による新卒者等の内定取消し・入職時期繰下げ等の状況 

 

１． 6 月 30 日までに本省に報告された採用内定取消しと入職時期繰下げの件数(3 月 11 日～6 月 30 日) 

 

   
事業所数 学生・生徒数 

 

うち 中学生 うち 高校生 うち 大学生等 

内定取消し累計 

（3月 11 日～6月 30 日） 

１２１ ４１６ ０ ２４８ １６８ 

入職時期繰下げ累計 

（3月 11 日～6月 30 日） 
２６６ ２，３６６ ２ １，３９８ ９６６ 

注）事業主は採用内定取消し若しくは入職時期繰下げを行う場合は、ハローワークに報告することが必要。 

本数値は当該報告を取りまとめたもの。 

 

   ※被災地等における内定取消しと入職時期繰下げを受けた学生・生徒の人数 

 

 全体 岩手 宮城 福島 東京 その他 

内定取消し累計 

（3月 11 日～6月 30 日） 
４１６ ８７ ５８ ８８ ８８ ９５ 

入職時期繰下げ累計 

（3月 11 日～6月 30 日） 
２，３６６ ２２０ ３２０ ３０８ ６６６ ８５２ 

 

※ 「採用内定取消し者」のうち、６月３０日までに ２１７人 が就職決定となっている。 

※ 「入職時期繰下げ者」のうち、６月３０日までに １９１ 事業所 １，７４９人 が入職済みとなっている。 

 

２．３年以内既卒者対象奨励金の特例措置（※１）実施状況 (4 月 6 日～6月 30 日) 

（単位：人） 

    
全 体 

 

うち 大学生等 うち 高校生 うち 中学生 

ハローワークに提出された対象求人数 １４，８４４ １３，８３７ ９，７０５ ３，７９８ 

 うち ３年以内既卒者 

トライアル雇用奨励金（※２） 
１１，８７０ １０，８６３ ９，７０５ ３，７９８ 

うち ３年以内既卒者（新卒扱い） 

採用拡大奨励金（※３） 
２，９７４ ２，９７４ － － 

雇用開始者数 ６５２ ３６５ ２７１ １６ 

 うち トライアル雇用開始者数 ５５４ ２６７ ２７１ １６ 

うち 採用拡大奨励金による就職者数 ９８ ９８ － － 
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※１ 被災地の 3年以内既卒者を採用する場合の特例措置を 4 月 6 日より実施 

（１）「3 年以内既卒者トライアル雇用奨励金」 

有期雇用（原則 3 か月）：1 人月額 10 万円 

正規雇用から 3 か月定着した場合、60 万円支給（通常：50 万円支給） 

（２）「3 年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金」 

正規雇用から 6 か月定着した場合 、120 万円支給（通常：100 万円支給） 

雇用保険適用事業所単位で、１事業所最大 10 人まで支給可能 

（通常：1 事業所 1 人限り） 

※２ 求人枠１に対して大学生でも高校生でも可という求人があるため、全体数と内訳の合計とは一致しない。 

※３ ３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金の対象者は、大学生等（大学生、大学院生、短大生等）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）数値は現時点で把握できている数値であり、震災地域を中心に把握できていないものも生じている

可能性があります。 

注２）内定取消、入職時期繰下げの相談を受けた事業主へは雇用調整助成金の活用を促すなど、出来る限

り内定取消しや入職時期繰下げを回避していただくようお願いしています。 

注３）採用内定取消しや入職時期繰下げを行う場合、事業主はハローワークへの報告が必要となります。 

注４）平成 23 年 3 月 22 日、厚生労働大臣・文部科学大臣の連名により、主要経済団体など（258 団体）、

求人情報事業所団体に対して、東北地方太平洋沖地震による新規学校卒業予定者などの採用内定取

消しなどへの対応を要請しました。さらに、厚生労働大臣より、4 月 11 日に(社)日本経済団体連合

会及び全国中小企業団体中央会、4 月 15 日に日本商工会議所に対して、被災した未就職卒業者の積

極的な採用、雇用調整助成金を活用した新入社員の雇用維持等を要請しました。 


